
平成6年度 平成18年度 

12年後 

●東大阪市高井田地区の例 

・東大阪市の西部、大阪市との市境界に位置し、基盤的な技術を中心とする多様な中小工場が集積した地区。 
・工場の市外転出等の跡地の住宅化が進行。 

出典９東大阪市提供資料 高井田地区 土地利用現況図 

※白点線は、平成6年度から平成18年度 

     までの間に、工業地が一般市街地又は 

   商業業務地に変化した箇所 

工業地 一般市街地 商業業務地 学校 公園・緑地

凡　　例

 今後の土地利用をめぐる問題と対応の方向性（総論） 

用途混在の進行 

・新たに転入してきた、工業系の地域であることに対する認識が薄い住民
からの騒音・振動等への苦情によって操業環境が悪化。工場の転出が
連鎖しかねない状況。 

・平成19年度に地域内の住民、企業等が構成する「高井田まちづくり協議
会」を設立。住工共生を目指して、「高井田まちづくり構想」や地区計画
の導入を想定した「高井田まちづくりルール」の作成、提案等。 
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出典９松江市中心市街地活性化基本計画 

 今後の土地利用をめぐる問題と対応の方向性（総論） 

中心市街地における低未利用地の増加 

●松江市中心市街地の例 

・松江の中心市街地では、人口減尐、商業の停滞等に
より駐車場、空家などの低未利用地が増大 

・中心市街地全域＇約4ｋ㎡（で、H17の駐車場はS63の
約1.5倍(17.9→27.6ha) 

・特に、南殿町・母衣町エリアについては、百貨店の移
転以後急速に賑わいが低下し、駐車場、空家・空店
舗の面積が約2.3倍に増加＇1.8→4.1ha) 

 
・駐車場の多くは、商店と商店の間のスペースに増加
しており、商店街の連続性が失われて魅力が低下。 

 
・また、月極駐車場となっていることから、商店街の駐
車場不足の解決にも寄与していない。 

 

松江市中心市街地＇約３ｋ㎡（ 

南殿町・母衣町エリア 

駐車場面積の変化 
17.9ha     27.6ha 
          ＇17年間に０－４倍（ 

駐車場、空家・空店舗の面積の変化 
    1.8ha     4.1ha 
             ＇17年間に１－２倍（ 
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 今後の土地利用をめぐる問題と対応の方向性（総論） 

地価負担力の低い施設の拡散傾向の継続 
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有料老人ホーム 特別養護老人ホーム

●老人ホームの立地環境 
  ＇東京大都市圏＇東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県（ 

・ＤＩＤに立地 

     有料老人ホームは91% 

     特別養護老人ホームは53% 

・駅から1km以内に立地 

     有料老人ホームは70%(※)       

     特別養護老人ホームは40% 

    ※なお、1km以内では施設定員が平均64人、1km以遠では同86人 

・価格帯と立地状況 

    高級施設は、23区西部と隣接市 

    安価施設は、区内は尐なく、20km以遠の郊外に多い。 

出典９厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査結果の概況 

(施設) 

(年) 
(各年10月1日現在) 

●有料老人ホームと特別養護老人ホームの年次推移 

出典９宮澤仁「東京大都市圏における有料老人ホームの立
地と施設特性」E-journal  GEO Vol.4(2)69-85 2010（ 

有料老人ホームと特別養護老人ホームは、いずれも毎年増
加しているが、地価負担力の相対的に高い有料老人ホーム
に比べ、地価負担力の低い施設の増加は尐ない。 

●地方圏における社会福祉施設の建築確認件数＇3,000㎡以上（ ●地方圏における医療施設の建築確認件数＇3,000㎡以上（ 

 開発許可制度への移行後、市街化調整区域における大規模社会福祉施設・医療施設の立地には、拡大の歯止めがかかっているもの
の、依然として郊外部への立地が続いている。 

34% 

43% 

46% 

37% 

33% 

42% 

44% 

27% 

31% 

32% 

29% 

32% 

25% 

27% 

21% 

21% 

15% 

29% 

28% 

30% 

8% 

9% 

19% 

14% 

17% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法施行後 

1～2年 

17年～H19 

H8～H16 

S61～H7 

S60年以前 

用途地域内 

調整区域 

非線引き白地 

都計外 

68% 

69% 

73% 

56% 

58% 

社会福祉施設・医療施
設等の公共公益施設
は、平成０７年の都市
計画法の改正により、
開発許可の対象＇従来
は許可不要（ 

地価負担力の低い施設の立地は郊外にシフトしている。 
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廃棄物置き場

（許可施設以外）

資材置き場 条例又は要綱の制定

助成・支援制度

所有者への行政指導

監視等のパトロールの実施

その他

 今後の土地利用をめぐる問題と対応の方向性（総論） 

外部不経済性の高い資材置き場、放棄地等 

■調査事象 

０ 資材置き場 

１ 残土置き場 

２ 廃棄物置き場 

 ＇許可施設以外（ 

３ 管理水準の低下 

 ＇雑草が繁茂している 

 など（した空き地 

 

４  耕作放棄地 

５  手入れの行われていない山林 

６  管理水準の低下＇雑草が繁茂して 

      いるなど（した空き家や空き店舗 

７  ごみ屋敷 

８  廃屋・廃墟等 

０／ その他＇具体的に記入（ 

●外部不経済をもたらす土地利用の周辺への影響 

「外部不経済をもたらす土地利用が発生している」と回答９877 団体 

＇回答のあった1,217 団体のうち、約7 割（ 

・「風景や景観の悪化」、「不法投棄等を誘発」とする回答が各事象に共
通して多くみられる。 

 また、「管理水準の低下した空き地」や「管理水準の低下した空き家や
空き店舗」、「廃屋・廃墟等」においては、「防災や防犯機能の低下」とす
る回答の割合が高い。 

 出典９地域に著しい迷惑＇外部不経済（をもたらす土地利用の
実態把握アンケート＇平成21年4月国土交通省土地・水資源局（ 

産業廃棄物処理業の許可【都道府県知事の許可】 

  ※自己処理の場合は不要 

産業廃棄物処理施設の設置許可 

【都道府県知事の許可】 

 

都市計画区域内に立地可能な施設 

【都市計画決定又は特定行政庁の許可】 

 

廃掃法１４条 

廃掃法１５条 

建築基準法５１条 

●外部不経済をもたらす土地利用への対応 

関連法令で立地規制が及ばない場合 
○廃掃法＇廃棄物の処理及び清掃に関する法律（０４条の
許可が不要な廃棄物置場等の立地 

○建築物を伴わない処理施設 

地域に著しい迷惑（外部不経済）をもたらす土地利用の実態把握アンケート（Ｈ２１） 

・建築基準法４０条の規定に該当しない産業廃棄物処理施設のうち、一定の
立地要件の満たしたものについて、都市計画法２３条０３号に基づき許可。 

  例（古畳の切断工場＇中間処理施設（金属リサイクル施設＇金属切断処理・ 

   中間処理施設（、廃タイヤのチップ化施設＇中間処理施設（等 

 

・条例により、廃掃法０４条の許可対象外となる小規模な産業廃棄物処理施
設の設置について、許可制を導入。 

・条例の許可対象施設の事前審査において、廃棄物対策部局と関係課が立
地等について調整。 

 

《具体的対応＇Ｉ 県の例（》 
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